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議会改革諮問会議「最終答申」にかかる議員研修会（概要） 

平成 23年 1月 24日（月）13:00～15:00 

全員協議会室 

 

（三谷議長） 

それでは、只今から、議会改革諮問会議の最終答申にかかる議員研修会を行います。最

終答申につきましては、先ほど諮問会議の江藤会長をはじめ、委員の先生方から正副議長

の方にご答申をいただいたところです。本日は、４人の委員にお越しいただいております

ので、答申内容につきまして、それぞれご専門の立場からお話しをいただき、意見交換を

行いたいと思います。 

それでは、早速ですが、江藤会長よろしくお願いします。 

 

答申にかかる総括事項 

（江藤会長） 

今、私たち４人が三谷議長に答申を渡させていただきました。答申の内容を含めて、今

後の期待を報告させていただきたいと思います。 

本諮問会議につきましては、三重県議会のさらなる議会改革を進めるための提案を行う

ために設置をされました。「はじめに」にも書いてあるのですけれども、三重県議会は、

マニフェスト大賞や日本経済新聞社の調査でも第１位の位置を占めている先駆議会です。

その議会改革が、議会基本条例の中に結実しているということから、この方向で審議を進

めさせていただいて、第一次答申を昨年５月に提出させていただきました。 

その第一次答申では、今後さらに議論すべき主要課題を６点にまとめています（２ペー

ジ）。この６点については、それぞれ関連がありますので、一つひとつ切り離して議論す

ることはできないのですが、今回の答申につきましては、１から４まではそのまま入って

いて、５、６につきましては、まとめて討議の充実という形で書かせていただいています。 

これは皆さんにかなり協力していただいていますけれども、「市町議会と県議会との交

流・連携会議」を行っていただきましたし、それから、三重県議会の出前講座を一般化す

るという意味で、新たに「出前県議会」というものも試みていただいて、これを踏まえな

がら市町議会や住民参加、広聴広報についてのより深い提案をさせていただいております。

同時に、会派や議員間討議との関係及び会期等の見直しにつきましては、皆さんにさらに

アンケートをお願いするとともに、会派活動のヒアリングを行っています。 

詳細につきましては、今日出席の委員の方々に個別に説明をしていただきます。最初に、

私の方から本答申のイメージについて、２点ほど説明をさせていただきたいと思います。 

第一は、新しい住民自治のイメージを描き出して、新たにつくり出す提案をしていると

いうことです。本日、召集された通常国会も、地方自治法をはじめとする地方分権に関わ
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る法律改正の提案が行われる予定です。抜本改正とはほど遠いと思いますけれども、従来

の積み残しや阿久根市の動向への対処療法とか、片山総務大臣の住民自治論である直接請

求のハードルを低くするとか住民投票制度を入れるといった方向が見られます。徐々にで

すけれども、住民自治の充実が進みつつあると感じています。 

今までの分権改革は、首長と議会とが一緒になって地域経営を行っていこうとする、片

山さんたちの知事の発想があったと思いますけれども、最近の議論からすると、首長主導

型といいますか、議会を軽視したり消極的に扱うという方向性での改革が見え始めえいま

す。三重県議会は、住民代表機関である議会を明確に位置付けながら、住民とともに歩ん

でいくという方向での改革を進められていると感じています。日本では、おそらく今まで

経験したことのない民主主義の在り方を実践されていると思います。 

 地方自治は、団体自治と住民自治と言われますが、権限、財源の移譲など、団体自治の

側面が、分権改革の中でかなり強まってきています。しかし、これを決める、議決するの

は議会の役割なのです。同時に、住民自治の側面から言いますと、住民参加はもちろんあ

りますけれども、多様な意見が集約できる、多様な人たちが選出されて、そこで議論する

という代表機関は議会だけです。そういう意味で、団体自治と住民自治の結節点は議会に

ある。当たり前のことですけれども、団体自治の権限、財源を決めるのも議会だし、住民

自治の側面、代表者の側面というのも議会なのです。だから、団体自治と住民自治をどう

やってつないでいくか。その現れ方が議会運営や組織に結実していると思います。三重県

議会の新たな方向というのは、それをしっかり意識しながら、新しい議会像をつくり出し、

それを実践されているという提案をしています。 

それから第二は、三重県議会の様々な改革を少し冷静に見ながら明確にした、従来の二

元代表制の意味を住民自治を起点にしながら具体化したということです。簡単に言います

と、ただ単に住民が議会の議員や首長を選出するというのが、二元代表制の一般的なイメ

ージで捉えられるのですけれども、今回は住民参加を踏まえて、住民の意見を聞きながら

課題を明確にして、議会で調査、研究をして議員同士で議論をする。そしてそれを踏まえ

て執行機関と切磋琢磨していく、この視点を明確にし、二元代表制の意味を豊富化したと

いうことが、今回の答申の特徴でもあるということです。後ほど出てきますけれども、「機

関競争主義」という言い方は、通常、議事機関と執行機関が競争し合うというイメージだ

けに捉えられるのですが、今回の答申の中では、住民の支持や支援を争い合うというよう

なことも書かれているのです。県民の視点をかなり強調しているということです。 

三重県議会のもう一つの特徴は、「広域自治体の議会」を強調しているということです。

これは、基礎自治体では同じ二元代表制ですけれども、広域自治体の議会というのは、住

民代表機関として県民の意見はもちろん聞くのですけれども、広域的な課題も議会は吸収

しながら調整し、提案をしなければいけないということも議論しています。そのために、

市町村連携の提起というものも強調しています。繰り返しになりますが、今回の答申のイ
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メージは、一つには新しい住民自治のイメージをつくり上げ、そして実践してもらうとい

う提起です。もう一つは、三重県議会の今までの要素を明確にするとともに、二元代表制

の意味、広域自治体の議会の意味を豊富化することを強調しています。 

今回の答申では、そのようなことを明確にする意味で、一般的には使われていない言葉

も使っています。例えば「機関競争主義」「討議充実型」というのは、５月に私が議会内

閣制との対比を出す意味で使った言葉です。それから「通任期制」という言葉、１年の通

年制ではなくて、任期全体としてどのように考えるかという「通年期制」も使っています。

これは全国町村議会議長会の高田事務総長や岡本次長などが言われていた言葉です。それ

から戦略的な広聴広報ということで、前回の諮問会議で相川委員から出された言葉を使っ

ています。まだ、一般的に広がっているわけではないのですけれども、今回の答申を読み

込み、新しい住民自治、新しい議会を考えていく時の重要なキーワードだということで、

使わせていただいています。 

それでは、「Ⅱ 議会改革の改善に向けた提言」として、その他も入れた６点と「Ⅲ 附

属機関の在り方」を報告させていただいた後に、議員の方々との質問等を含めた意見交換

をさせていただきたいと思います。 

 

１ 市町議会との交流・連携 

（廣瀬委員） 

それでは、市町議会との交流・連携について、ポイントのご報告をさせていただきます。

今、会長から広域自治体議会としての特徴が、県議会のポイントの一つとして、この諮問

会議でも重点を置いて検討を進めたということがございましたが、その広域自治体ならで

はの議会基本条例の項目が、広域自治体である県議会と基礎自治体である市町議会との交

流・連携かと思います。そして実際に９月２日には、志摩市、南伊勢町の２つの議会との

交流・連携を試行的に取り組まれたところです。そのような活動を通じ、改めて確認した

ことを含めて、市町議会との交流・連携については、３つのポイントで答申をまとめさせ

ていただきました。 

まず１点目は、「（１）交流・連携会議の継続・改善」です。これまでも、それぞれの

選挙区において、地元の市町議会の議員の皆さんと県議会の議員の皆さんとの交流の機会

や、いろいろな形での地元への県政報告、あるいは様々な意見要望について吸い上げてこ

られるという役目は、県議会議員の皆さんが果たしてこられたところかと思いますが、他

方で、議会全体として県政の課題について、市町議会との間で交流機会を持つということ

がこれまではほとんど無かったわけです。全国の基礎自治体議会では、徐々に住民の方と

の間で交流の場を持つ議会報告会や、市民との意見交換会などの実施例が増えてきていま

す。１年ほど前のアンケート調査の結果によりますと、議会報告会の実施議会が既に 100

を超えていますし、岩手県議会のように県議会レベルでも報告会や住民との交流を行う議
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会が出てきています。ただ、この三重県のように非常に広い領域を持ち、地理的な交通も

あまり便利とは言えない地区も抱える中で、細かく県民の方々と直接の交流の場を持つと

いうことには一定の限界がありますので、県を構成する市町議会との交流・連携会議を、

ぜひ継続的に取り組んでいただきたいと思っています。 

また、住民との意見交換会や報告会でもまま見られるところですけれども、お互いにど

ういう形の交流をするのが生産的かということについては、第１回目から双方に納得ので

きる共通イメージができているとは限りません。むしろ、まずは試行錯誤から始まるとい

うのが実態であろうかと思いますので、昨年行いました第１回目の取組に対しては、いろ

いろなご感想や改善したいポイントもあろうかと思いますが、これは経験を何度か重ねな

がら、より良い方策をつくっていっていただければと思います。その意味で、継続をぜひ

お願いしたい。これが１点目です。 

２点目は、市町議会と県議会が共有している課題について、三重県内の自治体議会全て

で意見交換、交流の場を持つということです。例えば、国政レベルにおける地方自治制度

の改革の検討等に向けて声を出していくというようなことについては、県内の全ての自治

体議会の声をつくっていける場が必要ではないか。このような観点でございます。これを

「（２）県・市町の全体会議」という形で取り上げさせていただきました。実際のところ

は、例えば市議会議長会あるいは町議会議長会等との交流という形を通して、県内の自治

体議会全体としての交流あるいは検討の場を設定することが有り得るのではないかと考え

るところです。 

そして３つ目は、県と基礎自治体との間の、例えば権限移譲の問題であるとか、広域的

に取り組まなければいけない県政課題に対する市町からの政策上のインプットをどう受け

止めるかです。これについては、権限移譲その他について、これまで行政部門においては、

それなりの実践が重ねられてきたところですけれども、例えば権限移譲についても行政の

チャンネルで市町に伝わったものが、初めてその市町の議会に伝わるというような順序で

のコミュニケーションが、従来は通常であったように思います。県政と市町行政との、あ

るいは市町の政策担当事務との関連ということですから、同様に議事機関同士の間にも、

そういう交流あるいは協議の場というものが必要ではないか。これが３つ目のポイントと

なっています。以上、県議会と市町議会の交流・連携につきまして、３点のポイントにつ

いて簡単にご説明をさせていただきました。 

 

２ 政策広聴方向の取組 

（相川委員） 

私の方からは、政策広聴広報の取組について、ご報告させていただきます。 

そもそもこの政策広聴広報、少し耳慣れない言葉ですけれども、中間答申の時は、開か

れた議会の効果的な取組方策を引き続き検討するということで、課題に挙げさせていただ
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きました。と申しますのも、皆さんご記憶かと思いますが、県民アンケートで取った議会

改革の評価と、議員の皆さんの議会改革の評価とは、残念ながら少しギャップがありまし

て、一般県民の方は、県議会改革の意義についてあまりご存知なく、特に、開かれた議会

についての取組が、まだまだ不足しているという少し耳の痛い結果が出ました。これに対

して議員さんの方では、もうとっくに委員会も本会議も開いているのだから、つまり公開

しているのだから開かれていると、認識していらしたわけですけれども、どうもそのギャ

ップを考えますと、もっと踏み込んだ対応が必要ではないか。つまり、ただ公開している

ということではなくて、もう少し政策について解説も含めたようなアプローチが必要にな

ってくる。あるいは昨今、特定の政策課題について、いろいろ調査・研究するような団体、

市民団体等も出てきていますので、そういう方たちと将来的には意見交換をしながら政策

を練り上げる。そういう一歩も二歩も踏み込んだものをやっていかないと、なかなか開か

れた議会にはならないのではないか。こういう問題意識から議論をスタートさせました。 

中身としては、６点ほど課題にまとめています。１点目は「出前県議会」です。これは

これまで学校を対象にやっていただいていた「出前講座」をもっと県民との距離を縮める

方向で活用できないかということで、10月 24日と 11月 11日に試行的に広聴広報会議で

やっていただきました。これまでのものとどう違うかというと、一つは、県議会の方で何

かテーマを決めて、県議会の方から広報してやる形として、10月 24日に「県議会への女

性参画」をテーマに開かれました。もう一つは、むしろ県民の皆さんが、テーマを持ち込

む形として、11月 11日にＮＰＯの中間支援団体が「ＮＰＯの資金確保」というテーマで

話し合いの場を持ち、正に政策的な市民集団と議会がどのようにコラボレートすれば良い

のかというようなことをやらせていただきました。 

これらに関しましては、資料集（15ページ以降）にどのような形で開かれたのかが書い

てありますので、また後ほどご参照いただきたいのですが、参加者の感想としては、今後

こういう場を継続的に持つことが大事だということです。私がコーディネーターをやらせ

ていただきましたＮＰＯとの話し合いでは、冒頭、「議会は一体、何をしているところな

のか」「議員の役割は何なのか」という、かなり本音の話が出まして、そこからお互いの

政策に関する本音の意見交換と言いますか、これからの協働を期待できるような中身にな

ったということが、参加者アンケートからも明らかになっています。 

このような出前県議会を政策的なところに結び付けるのが大事だということが、１点目

です。ただ、これからのやり方としては、今、申し上げたように、議会が意見交換のテー

マを設定するパターンと、広く県民から募集するパターンに特化して、今までやっておら

れた学校だけを対象にした「出前講座」は、職員の「みえ出前トーク」などを活用して、

むしろ戦略的なところに集中してはどうかということを書かせていただいています。 

 それから２番目に「議会報告会」です。実際、三重県議会の議員さん個人では、８割以

上の方がやっていらっしゃいますが、これを特定の議員、特定の会派としてではなく、議
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会としてやることに、協働で政策に取り組むチャンネルがあるのではないかと思います。

岩手県議会さんの事例などにもありますように、開かれた議会の取組にするという意味で

は、議会報告会も非常に大事な取組ではないかと考えます。 

 それから 10 ページ目のところで、「広聴広報制度の分類」を表で出させていただきま

したが、政策課題を解説して関心を持ってもらうよう、あるいは二元代表制である議会の

役割について県民の皆さんに理解を求めるため、広報は引き続きやっていかなければいけ

ません。ただ、これから大事なのは、むしろ広聴でして、先ほど江藤先生が「機関競争主

義」とおっしゃいましたけれども、いかに県民の声に耳を傾け、それを政策まで練り上げ

て実現していくか。そこのところで広聴機能が大事だと考えます。一般的な広聴広報とし

て、これまでも公聴会などをやっていらっしゃいましたし、議会報告会あるいは出前県議

会で声を聞くというのも良いと思うのですけれども、ぜひ考えていただきたいのは、戦略

的な広聴広報です。これは、特に三重県議会が総合計画の戦略計画レベルまで議決対象事

項に広げたということでは、是非やらなくてはいけないと思っていますが、議員だけで決

めてしまうのではなく、県政の重要課題に関しては、その背景やデータ、それを実施した

時のプラスマイナスのようなことのデータをきちんと出し、関係団体や支援を持っている

方に参加を呼びかけ、政策的な論議を深めるといったことを「みえ出前県議会」で県議会

側からテーマを設定するパターンとして、位置付けをどんどんやっていかれてはどうかと

思っています。 

次に３番目の「議会モニター制度」ですけれども、これは今回、実施できませんでした。

基礎自治体に比べると、広域自治体では若干やりにくいのではないかというご指摘もござ

いましたけれども、昨今ＩＣＴの発達で、インターネットでオンタイムで見る、あるいは

ビデオを送るなどして、それに関する意見を述べてもらうような形であれば、大きな自治

体議会でも可能かと思いますので、ぜひ今後、引き続き検討していただきたいと思ってい

ます。 

４番目と６番目は、議会広報紙「県議会だより」をどのように活用するかということで

す。今、編集のノウハウという点では、既に編集アドバイザー制度を導入されていて、他

県に比べると読みやすい紙面にはなっているのですが、やはり議論になっていることに関

しては、会派ごとの賛否情報を公開したり、議論の背景やデータなどを書き込んだ特集記

事をきちんと組むというような形で読ませる工夫、関心を持ってもらう工夫が必要ではな

いかと思っています。それから（６）では、紙媒体でも広聴ができないかということで、

「県議会だより」などの活用を提案しています。 

それから（５）では、県民の方が議会と直接話ができる場として、請願者の説明機会の

保障が必要ではないかということを書かせていただきました。 
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３ 広域自治体議会の役割 

（江藤会長） 

広域自治体議会の役割ですが、これは、先ほど市町議会との連携や、広聴広報機能の充

実というものを、もう一度、二元代表制の議会、広域自治体の議会から捉え返して、もう

一度原則のところからどのような関わりがあるかどうかを確認しています。 

議論のポイントとして、県民にとっての広域自治体議会の在り方と、二元代表制の役割、

地方政府形態を提案させていただいていますが、提起するだけではなかなか進まないので、

それを支援する制度も必要だろうということで、何点かにわたって条件整備についても提

案させていただいています。 

最初に「（２）二元代表制の在り方」です。最近この二元代表制について、ようやくい

ろいろなところで議論されるようになりました。もちろん地方行財政検討会議等は、従来

とは違った新しい形を提案されているということは、皆さん既にご存知かと思いますが、

三重県議会を含めた二元代表制を具体的により詳細に規定したのが、「③現行二元代表制

の課題を追求した機関競争主義・討議充実型の提案」ということです。先ほども少し述べ

ましたが、住民との関係が、議会はこれほど頑張っているのにまだ認知されていないとい

うことが、書いてあるのですが、大事な点は議会が従来、発揮していなかった機能を充実

させ、二元代表制に含まれている民意を競い合うような側面を重視する。ただ単に、議会

と執行機関が対立や抗争をするわけではなく、住民の目線で、住民福祉を実現するという

意味で、機関と機関とが競争し合いながら民意を争い合う。そして、それを行うためには、

討議というものが大事なのだと、二元代表制の中身を具体的に提案しています。これは私

たちが勝手につくったものではなくて、三重県議会がこの間、具体的に実行されてきたこ

とを定義付けた程度の話です。 

 したがいまして、それぞれの執行機関と議会が競争し合っていくことが、住民の福祉に

つながっていく。今まで議会や地方自治体が他のところで上手く機能していなかったのは、

議会がしっかりと住民の目線で議論をしていなかったからなのだと。そうした他の議会と

は違って、住民自治に目線を落とした形での議会改革を進めていく三重県議会を、さらに

充実させていっていただきたいという提案になっています。 

「④県民を起点とした自治体制度」と書いてあるのは、「機関競争主義」が住民を起点

にしているからだということを強調しています。 

話が前の段階に戻って、「（１）県と市町との役割分担」のところですが、広域自治体

自体が中二階と揶揄されるように、なかなか都道府県自体がわかりにくい。その中でも、

議会がわかりにくいということで、住民に認知してもらうということは大変だと思います。

ただ今後、地方分権の絡みの中で、広域自治体の役割が重要になると同時に、議会の役割

もすごく大事になってくるということです。県は、広域課題の追求と市町村の補完が今後

も重要になると同時に、条例に基づいて県から市町への権限移譲も、今後、大事になって



 8 

くると思います。広域自治体の議会は、基礎自治体の議会のようなものと同じ側面を持っ

ていると同時に、広域の側面があるというところを強調しているのです。 

 広域は何かということなのですが、広域課題を追求していくこと。市町間の調整、補完

ということがあるのですが、これを単に執行機関からの声だけではなく、同時に住民とも

含み込んだ広域的な課題を追求する市町議会、あるいは市長や町長からの意見を聞きなが

ら調整、統合を行う重要な役割を今後、広域自治体の議会は担っているのではないかとい

う提案です。したがいまして、県民参加はもとより市町議会との連携、ＮＰＯや団体との

分野ごとの意見調整なども必要になってくるということをイメージしていただきたいと思

っています。 

14から 15ページにつきましては、新しい議会について方向は見えたのだけれども、個々

の議員に委ねるだけで済む問題ではないということを、（３）（４）で提案しています。

一つは、県議会議員の身分や報酬を明確にしていくということです。議員自身は、地方自

治法 203条で「議員報酬」という言葉で、他の非常勤の特別職とは分けて規定されるよう

になっていますけれども、相変わらず「議員報酬」なのです。だからどうしても日当制と

いう誤解を受けてしまう。そうではなくて、何らかの新しい規定を明確に位置付けながら

議会の活動をイメージすると同時に、報酬というものをどのように考えていくか。ここで

は歳費や年俸等というものもイメージしていますが、それぞれの自治体でどのような議論

をしていくか、またはしていかなければいけないということと同時に、事務局による議会

サポート体制というものが不可欠ですので、専門的人材の活用をさらに充実していただき

たいのと同時に、議会基本条例 25 条第２項には、「専門的な職員の任用について」の規

定もあるわけですから、こうしたものを活用していただきたい。 

それから、情報収集提供の充実につきましては、職員がレポートを出していて、とても

大事なことなのですが、同時にＮＰＯだとか大学、研究機関との連携なども今後、大事に

なります。それから、県職員の 17.1％が議会事務局を希望ということも書かれていますの

で、そうした意欲があって専門的な知識を持った方々の人事異動も、今後は大事なのでは

ないか。そうした意味で、広域自治体の議会の方向と、その条件整備について提案をさせ

ていただきます。 

 

４ 会期のさらなる見直し 

（廣瀬委員） 

続いて、会期制の観点について、ご説明させていただきます。 

さて、諮問会議が発足をしたすぐ後に行わせていただきました、議員の皆さんに対する

ヒアリングでは、２会期制に変わって、会期日数が従来の年 100日余りから約 230日と大

幅に増えたことや議会の活動が新しい領域にも展開されたということを踏まえて、時間の

限りがある中で地元での活動時間が確保しにくいという問題意識を、かなり多数の議員の
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皆さんがお持ちであるということが把握できました。他方で、基礎自治体議会の中には、

通年議会として１年間を通して会期にする取組も行われるようになっている中で、将来に

向けてどのような形で会期を組み立てていくべきかが課題となったわけです。そこでは、

議会全体の活動、議員の皆さん、そして政策集団としての会派の３つのレベルでの活動に

よって組み立てられているわけですが、議会活動が全てであるというわけにはいきません。

これは当然、それぞれの選挙区において選ばれてくる議員の皆さんが、有権者の皆さんと

一番接する場において活動されるということは、代表制民主主義の中でも非常に大きな要

素でありますし、政策集団としての会派という位置付けを持ち議会基本条例に裏打ちをさ

れた活動が展開されているわけですから、一定の活動としての重さを確保しなければいけ

ません。このバランスをどのように、将来における議会の活動、あるいは会期の組み立て

の中に生かしていくべきかということが、問題意識としてありました。 

ただ、本年度に入ってからのヒアリングやアンケートで出てまいりましたのは、「３つ

の活動のバランス」について議員の現状認識としては、65.8％の方が「バランスはちょう

ど良い」と評価をしておられまして、「議会活動の割合が大きすぎる」という方は 15.0％

いらっしゃった。これが多少目立つところかもしれませんが、概ね３分の２の方が、現状

に対して比較的肯定的な回答でした。ただ、今後については、「議員個人の調査・研修等

を充実させたい」と、議員個人としてもっと政策的な活動を活発にしたいという、欲求を

お持ちであるということが確認されました。 

これを踏まえて、また国におけるいろいろな検討も、情報として持ちながら、どのよう

に会期制について検討すべきかを考えると、基本的には会期が何回であり何日間かという

ことではなく、会期・会期外という区分けを一旦外して考えたうえで、年間あるいは４年

の任期を通して、どのように議会活動を組み立てていくのが望ましいか。そのような課題

設定のうえで検討していくのがふさわしいのではないかと考えた次第です。 

また、これまでのバランスについて様々な悩みが出ていたことについては、会期が年２

回であり、会期日数が年約 230日であるということに直接起因するというよりも、例えば

常任委員会の開催の方法が変わったことや、テーマごとの検討会の設置数が多い年におい

ては、非常に会議の日数が多かったということなどの影響の方が非常に大きかったのでは

ないか。そして、試行的な取組等を通して行われた出前県議会や市町議会との交流・連携、

あるいは提言の中に盛り込ませていただいた議会報告会等、議場の外で行う議会としての

活動といったものも総合的に組み合わせて、どのような活動の組み立てをしていくべきか。

そういう観点から議論をさせていただきました。 

なお、この中では、４年を通してどう組み立てるか、また、１年の間にどう組み立てる

かという議論をさせていただいておりますが、本格的に検討しなかった事項としては、地

方行財政検討会議分科会の議論等の中で出されている論点として、会議の開催の在り方（例

えば定例会ではなく会期の中で定例的にどのように会議を開くか）や専決処分の問題（議
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会において招集をする時間的余裕がないことが明らかであるという要件の考え方が転換す

ること）、また、「一事不再議」についても１年が１会期ということになりますと、１年

間に一度出したら同じことについては二度と議論の議題にならないということで良いのか

どうかといったような論点がございますので、これらについては通年で議会活動を組み立

てていく時には、三重県議会としても一定の方向性を持って臨んでいただく必要があると

いうことです。 

さて、そのうえでイメージとして具体的にどのような会期、どのような議会活動の組み

立て必要であるかを示させていただいています。「通任期制」という言葉を使わせていた

だきましたが、議員任期の４年間、選挙で改選をされ、新しく着任をされて４年間の任期

で活動されるわけですけれども、例えば総合計画の戦略計画については、基本的に４年に

一度、議決をするという種類の議案ですので、このような４年サイクルで組み立てられて

議会が意思決定をする議案もあれば、予算等のように年１回というものもあり、また、随

時出てくる通常議案があるというように、議会が議決するものについても性質の異なるも

ので構成されているわけです。 

また、正副議長や委員長さんなど、議会の役職についても、４年の任期全体を通して、

その中でどのような形で組み立て、どのようなサイクルで動かしていくかということを、

全体像を持ってイメージしていく必要があるのではないかということです。そして、議会

が取り扱っていくのは県政の政策ですが、政策課題をいろいろなチャンネルを通して把握

し、それを整理する。そして、議会として積極的に政策提言を行う、あるいは議員提出条

例を積極的に作っていくというのが、三重県議会の特徴ある取組ですが、その決定された

政策は、執行機関によって執行され、その結果について議会として監視・評価を行い、必

要な見直しや改善については、次のサイクルの政策へと反映していく、こういう活動を常

に長いサイクル、そして短いサイクルで行っておられます。長いサイクルと申しますのは、

例えば戦略計画のように４年単位で、あるいは４年より長い単位で回っていくサイクルが

あり、１年サイクルといいますのは、例えば通常の当初予算あるいは決算、これを通して

のサイクルであり、そして随時出てくる様々な問題を把握し、質問等で取り上げ、そして

また政策提言をするというような、もっと短いサイクルで回るものもある。これらを４年

間の任期、そして初年度において必ず取り扱われる議案がある年、また通常年における議

会での審議・議決のサイクルなど、様々な形の議会活動の組み立て方があろうかと思いま

す。それをまずは、４年全体を通してのイメージを立てるべきではないかということが、

20ページのモデル提案です。これは、特に総合計画について初年度に大きな議案として取

り扱っていき、相当、議会としての審議の時間や労力を集中して投入していく必要がある

という位置付けです。 

 そして２年度目以降は、この計画が実施段階に入りますので、その実施段階の進捗評価

を行いつつ、通常の年次としての議会の組み立てを行い、積極的に報告会であるとか市町
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議会との交流・連携の会議を行っていただく時期かと思います。そして、通常年の１年間

の会期のイメージは、21ページに示させていただきました。ここでは、例えば会期が通年

となった場合に、一般質問等はどのようにやっていくのかについては、例えば従来どおり

年に概ね４回というサイクルで定例的にやっていくとすれば、定例的な本会議の組み立て

をし、委員会については、ある程度予算サイクルを念頭に置きながら動いていくことにな

るかと思います。そして、出前県議会などの広聴広報活動や、県民への議会報告会、市町

議会との交流等については、これらの議場における様々な活動を考えながら組み立てをし

ていき、全体としてバランスのとれた議会活動にしていくことが望まれるのではないか。

それをイメージにしてみたものです。 

国の方からも、順調にいきますと今年の通常国会の中に、従来の会期という概念を外し

て１年を一つの会期とすることが可能な制度に向けての法改正も提起されるようですので、

これらの動向も見受けながら、県議会としての結論を次の任期の前半にはご検討いただき、

方針を出していただければと期待するところです。 

 

５ 議員間討議の充実 

（駒林委員） 

私の方からは、議員間討議の充実について、ご報告させていただきます。 

議員間討議につきましては、非常に低調であるという評価が、議員の方々から出ており

ますが、一方で、検討会とか政策担当者会議におきましては、非常に議員間討議は活発で

あるということも存じているところです。一言で言いますと、本会議とか委員会での議員

間討議をどうするかが、大きな懸案であるということで、例えば会派による拘束とか、委

員会の運営方法とかについて、アンケートとかヒアリングを踏まえまして、いくつかの提

案を示させていただいています。概ね議会の運営の側面に関する改善と、議員個人のレベ

ルにかかわる改善があります。 

最初の（１）は、会期等を見直すことによって会期日数が非常に増え、議員間討議の時

間を確保することができるようになったということです。いわゆる前提がここでは確立で

きたということです。次に、本会議の部分については、なかなか議員間討議が難しいとこ

ろですが、例えば論点を明確にすることによって、いくつかの部分では本会議でも議員間

討議がより充実できるのではないか、ということを提案させていただいています。 

それから、常任委員会レベルでは、出されてきている議案の部分について、なかなか議

員間で議論するのは難しい部分が多いのではないか、と理解をしています。むしろ各常任

委員会が取り上げるべき重点調査項目等に対して議員間討議を活発にできないかというこ

とです。例えば、常任委員会において、正副委員長さんのところで重点課題をグッと絞り

込んで議論の対象を考えていくということや、委員任期を１年ではなく最低２年にしてい

ただくことによって、より専門的な議論ができるといった土台を作っていただきたいとい
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うことです。 

それから、特別委員会につきましても、過去の事例では、委員会は設置したけれどもな

かなか議論が発展していない、ということも聞いておりますので、特別委員会の議論の対

象を考えずにただ単に置くというのではなくて、その委員会の設置を提案した議員の方が

その委員に就任していただく、ないしは、その委員長になっていただくことで、より専門

性の高い議論をやっていただきたいということです。 

そういう運営の部分を超えて、議員個人に関わる部分としては、活発な議員間の討議を

していただく前提として、議員の方の政務調査を充実すべきではないかということです。

「（４）政務調査の充実」では、基本的に委員会レベルでの県外調査は、あまり意味を成

していないのではないかということで、基本的に廃止の提案をしています。それに代わっ

て、議員ないしは会派の個別的な調査を行っていただく方が、返って議論が活性化するの

ではないか。これは先ほどの報告でもあったように、議員個人や会派の調査を充実したい

ということが、アンケート結果から見えましたので、委員会としての調査から議員あるい

は会派での調査へとシフトしていただきたいという提案です。 

なお、「（５）会派活動の役割」として、結論としては、会派というのは議員の自由な

発言を拘束しているものではなく、むしろ議員個人の活動を支援しているという側面があ

るということが、調査等で明確になったので、今後ともそういった積極的な会派活動が、

議員個人の資質の向上につながることを期待するところです。 

 

６ その他 

（江藤会長） 

その他として、第一次答申の中で出された６項目以外に、３点ほど挙げています。 

一つは、「議会基本条例の見直し」ですが、議会改革諮問会議についても、議会基本条

例に沿って論点を出しながら調査を開始したのですけれども、議会基本条例そのものにつ

いての改革の提案は、答申の中には書き込まれておりません。今回の答申についても、基

本的には議会基本条例の方向で、さらに進めていただきたいという答になっているように

思います。今からお話しするのは個人的なものですが、それを踏まえて議会基本条例をさ

らに充実させていただくとともに、従来の議会基本条例を見ると、他の議会基本条例の章

別の編成と少し独特な作り方をしているのです。これが悪いと言っているわけではないの

ですが、もう一度、章別編成も含めて再検討する時期に来ているのではないかという気が、

個人的にはしています。ただ、基本的な方向については、今回の答申は議会基本条例で制

定されているものと同じ方向です。 

それから２点目は、「議会基本計画の策定」ということですが、新しい任期になります

と、その後どういう議会改革をやっていくか、４年間どのような計画で議会改革を進めて

いくのか、議会としてどう関わっていくかを盛り込んだ、議会基本計画の策定なども今後、
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検討していただけないかということです。 

 それから最も大事な点ですが、３番目に、議会改革が目的というわけではなくて、住民

の福祉の向上につながっていかなければいけないということです。そのためには、住民自

身が議会を「住民のものだ」「県民のものだ」という意識となるよう醸成するとともに、

議会改革が県民の福祉の向上につながっていくかどうかの実感を与えていかなければいけ

ないと思っています。今回、この諮問会議では、議会改革が実際にどのような県民の福祉

の向上につながったかの検証は行っておりません。ぜひ今後それを進めながら、議会改革

が住民の福祉の向上につながっているという側面を検討し、進めていただきたいと思って

います。 

最後に、附属機関そもそもの議論です。この附属機関は、地方自治法には、明確な条文

の規定はありません。基本的に禁止されていないものについては設置が可能だということ

から、住民自治を進める視点で附属機関が設置されています。その旨で設置された趣旨は

了解済みだし、それなりの効果は、手前みそですけれども「上がった」と思っています。

ただ、いくつかの留意点があるということで書かせていただいています。 

一つは、専門性の高い議論を進める附属機関の設置が必要ではないかということです。

今回、一昨年の 10月 10日から諮問会議が設置されて動き出しているのですが、議会改革

全体を取り扱っているためにテーマが拡散して、かなり大きなテーマを取り扱っていると

いうことです。もう少しテーマを限定する必要もあるのではないかということが一つです。

そして、これとの絡みなのですが、県議会でもぜひ今回の答申を議論していただいて、さ

らに試行と検証を踏まえて、新たな段階にしていただきたいと思っています。 

それから３点目も、１点目と重なりますが、より具体的な検証をすべき対象のテーマを

絞りながら行う必要があるということです。 

 そして４点目ですが、議会の附属機関につきましては、地方自治法の規定が無いために、

三重県議会は議会基本条例を根拠にしています。これはこれですごく大事なことですけれ

ども、さらに附属機関の委員の身分が明らかになるような条例の設置も、同時に必要では

ないでしょうか。 

それから、こうした政策提言を行っていく諮問機関につきましては、この附属機関の設

置の他に、自治法 100条の２の「専門的な知見の活用」というものがあります。そういう

ことも考えながら、ぜひ一歩一歩進めていただければいいのではないかと思います。２年

ほど前には、本当に限られた中で、しかも細々とやっている附属機関があったということ

を聞いているのですが、三重県議会のように総務省と意見を戦わせながら明確に附属機関

を設置し、それを活用していこうということには敬意を表しながら、私たちはそれに基づ

いて積極的にやってきたつもりです。答申が今後も生かされるように期待をしています。

以上で終わります。 
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質疑、意見交換 

（三谷議長） 

ありがとうございました。只今の説明に対しまして、ご質問ご意見等がございましたら

お願いをします。いかがでしょうか。 

はい、舟橋議員。 

 

（舟橋議員） 

県議会改革の認知度が県民に対して低いところですが、今まで公開できるものは全部公

開してきましたし、出前もやってきましたし、県議会新聞や県議会だより等も戸別に配布

されてきました。それでもまだ、議会の発信力が消極的発信と言うならば、もう一歩突っ

込んださらなる積極的発信の内容となると、ＩＴ、インターネットの活用などではないか

と思うのですけれども、その辺りのところのお知恵があればお聞かせ願いたい。当然のこ

とながら費用と手間というものがありますので、そういったところの関わり合いも含めて、

どうお考えでしょうか。 

それから、議会改革が県民の福祉の向上につながるべきものであるという趣旨は十分理

解できるのですけれども、我々がやってきた改革を見た限り、どの程度、福祉の向上につ

ながっているとお受け止めでしょうか。 

 

（三谷議長） 

では、相川先生。 

 

（相川委員） 

広報に関して議会が行っている事に関しては、かなり三重県議会さんも先駆的にやって

みえて、それほど改善の余地はないと思うのです。おっしゃるようにＩＣＴをもう少し使

うことはできるかとは思いますが。申し上げたかったのは、むしろ広聴の方です。これは

執行部の方が、最近パブリック・インボルブメントのような形で、県民との直接対話ある

いは政策を決める場に広報委員をどんどん入れています。つまり、自分の言ったことがそ

のまま県政に反映される、施策に反映されるという参加することの嬉しさといった辺りの

工夫は、残念ながら今、県当局、行政機関の方が優れています。ただ、多様な意見を反映

させるのは、むしろ県議会の広聴をふるいにかけさせた方が可能だと思いますので、そう

いう意味で、出前県議会の戦略的な設定が必要ではないかということです。 

実は、第一次答申の時に、県民アンケートと同時に、ＮＰＯや大学、シンタンクへのヒ

アリングを行いました。今このような政策提案をやっている機関は、残念ながら県当局と

だけつながっていて、いろいろと計画を立てる際の調査・分析なり、市議会での意見ある

いはロビイングというものをされているのですけれども、ここが特定の会派でない議会と
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しての共通の受け皿ができたら、ぜひ県議会の方とも協働型の政策提案をやってみたいと

いう提案をいただきました。今後は、むしろこのような専門的な機関と結び付くことで、

議会が非常に県民にとって使い勝手が良く、意見の反映を保護してもらえますので、そう

いうところを固めていくのが良いのではないかと思います。 

 

（三谷議長） 

廣瀬先生。 

 

（廣瀬委員） 

今の補足になるかもしれませんが、これまで県議会側から県民の皆さんに対する情報発

信は、それなりに成されているのだろうと思います。県議会の新聞や議会だより、そして

個々の議員の皆さんが、地域において議会活動報告のようにいろいろな形の活動をされて

いることも把握していますが、この流れてくる情報が、県民の皆さんの注意を喚起する対

象としていただくきっかけづくりになるという、もう一つ次の手が必要ではないかという

印象です。 

その時の一つの要素になるのが、やはり県議会に何かを言ったことによって何かが改善

されたり、良いことが実現できたりするかもしれない。そういう例がこれまでにこんなと

ころであったというような認知が広がってくれば、議会の動きが、自分たちの生活に時と

して直結することもあるという認識になってまいります。そのように広聴を強化したこと

が政策のアウトプットに影響したという事例が重なっていくことから、これまでと同じ情

報発信が、どれだけ県民の皆さんの印象に残るか。先ほどの会長のお言葉を借りますと、

県民福祉の向上が実現されていないということ以上に、実感されていないという要素がポ

イントなのではないかと思っています。 

厳しい議案に対する検証を行ったうえで、確証の持てるものしか議決しないことによっ

て、議案を出す前の段階も鍛えられますし、問題のある議案が通らないということにもな

っていきますから、これ自体が明らかに県民福祉の向上に結果としてつながるわけですけ

れども、しかしこれがどれくらい実感あるいは認知されているかというところに、一つの

課題があるのではないか。その認知を上げるための一つのヒントが、広聴を強化すること

で、県民の方が県議会に対して何かアクションを起こすなど、何か結果が出ることがある

と。そういうサイクルを県民のできるだけ多くの皆さんに作り上げていく。そのような活

動の組み立てが、一番効果的なのではないかと思います。新しい広報手段にお金を使うよ

りも、耳を傾ける姿勢というのが、実感を通して多くの方に広がっていくような取組が望

まれるような気がします。 
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（舟橋議員） 

確かにアンケートとかモニターとか、出前の充実だとかというのはわかるのです。でも、

ある面では、その方々は、一定の問題点を持った一つの小集団が議会に対して提案をして

きて、それをレスポンスよく私たちが回答をしていけば、当然のことながら彼らに対する

認知度は上がるでしょうけれども、県民全体に対する認知度が、すぐさまそれで上がって

いくようには、なかなか思い難いのですけれども、その辺りはどうでしょうか。 

 

（廣瀬委員） 

それはご指摘のとおりで、ある意味では、県議会というよりも県政そのものが、多くの

県民の方にとってみると、思い浮かべる自治体の政策は、概ね市町村ということが多く、

なかなか県政の課題として実感されるところは少ないという要素があると思います。ただ、

広域的な医療の問題など、広域自治体でなければ担えない役割であり、生活実感の高い領

域において、重点的に県議会全体として取り組まれる等の工夫は、大事になってくるので

はないかと思います。 

 

（舟橋議員） 

 ありがとうございます。 

 

（三谷議長） 

 他にございますか。中川議員。 

 

（中川議員） 

今日は大変ありがとうございました。２点ほど要望させていただいて、１点聞かせてい

ただきたいと思います。まず１つ目に、二元代表制の在り方について、ご提案をいただい

たわけですけれども、新たな形での「機関競争主義・討議充実型」の提案というのは、初

めて考え方として感じた内容です。今、議会内閣制が討論されている前提として、長の権

限を高めることの必要性、議会不要論のようなところから出ていること、さらには、それ

ぞれの自治体において問題となっている内容から、議会内閣制の方が良いのではないかと

いう議論があるわけですけれども、私は、そもそもこの議論がされている前提として考え

なければいけないのは、「権力というものは、やはり分散されるべきものだ」と思うし、

民主主義というのは本来、時間がかかって面倒なものなのだと。この前提に立たないと、

やはり政治というのは、良からぬ方向に行く可能性もあるのではないかと思うのです。そ

ういった意味で「二元代表制が必要なのだ」と言っていたわけですが、しかし住民が「議

会が機能していないじゃないか」と思う中で、この二元代表制をどれだけ我々が主張して

いても、なかなか空虚感があるのは否めないところがありました。 
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そのような中で、今回この答申の中で、新たな形としての機関競争主義、討議充実型を

三重県議会はある意味で行っており、「それをより進化したらどうか」というようなお話

をいただいて、正しくここだなと思いましたので、ここの部分を、ご提案いただいた諮問

会議の委員として、また学識経験者という立場から、より強くアピールをしていただきた

いと思います。 

それと、もう一つは、通年議会の提案です。私どもも２会期制ではありますけれども、

通年議会に近い形をしているわけですが、この効果というものも我々議会からの発信では、

なかなか限界があります。議長がいつでも会議を開くことができるということや、それに

伴って専決処分が皆無になるというところは、非常に大きいと思うので、この部分も先生

方のお立場から、三重県議会の取組として強くアピールをお願い、ご要望させていただき

たいと思います。 

それと１点お聞かせ願いたいのは、議会基本条例の在り方を検討してはどうかというご

提案をいただいたわけですけれども、この議会基本条例も今、多くの自治体で作られてい

る、あるいは作る予定があるのですが、各条項を作ることが目的ではなくて、いかに機能

させていくかが非常に重要であって、私どもとしても、検討会や調査機関、さらには附属

機関等を設置したりしているわけです。この辺りのところが、今後、議会基本条例を作っ

た議会がどう機能させていくか、すごく大きなポイントになると思います。いろいろな観

点、切り口があると思うのですけれども、この議会基本条例の各条項なり内容を、いかに

機能させてきたかというところについても、この三重県議会の取組をどのように評価する

か、少し教えていただきたいと思います。 

 

（三谷議長） 

 江藤会長。 

 

（江藤会長） 

先ほどの２点については、「はい」と言うしかないですね。「はじめに」でも述べまし

たけれども、日本の民主主義にとって、こうした住民代表機関の議会が活発に活動してい

るというのは、珍しいというか無いのです。そもそも日本の中央集権で慣れ親しんでいた

首長主導型の民主主義と異なるものについては、なかなか理解されないところです。先ほ

どの住民福祉の向上の議論とか、これだけやっても住民がなかなかわからないというのは、

広域自治体の中二階ということも確かにあるのですけれども、同時に議会自体が軽視され

てきたということだと思うのです。それがようやく分権改革の流れの中で、10年ほど前く

らいから徐々に議会が住民代表機関として動き出した中で、従来とは違うものとして提案

されたのが、従来のバージョンアップ型の議会内閣制と、分離型というのを出して議論し

ているのですけれども、もう一つ、第３の道として今回、「機関競争主義・討議充実型」
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というものを提案しています。そこのところを今後、強調しますけれども、住民もマスコ

ミもまだわからないのですから、私たち研究者がやっても空虚なのですよ。提案しても、

いろいろなところで活動をしてくれないと。ともかく私たちも頑張りますが、皆さんんも

頑張っていただきたいということです。 

それから通年議会について、これは総務省の見解では小さな議会をイメージしていると

思うのです。夜間議会だとか休日議会の中で多様な人たちが議員になれるということをイ

メージして、会期制を止めるという議論の中で通年制が出てきているのですが、それを逆

手にとって、しっかりとした通年あるいは通任期でやっていくということを切り替えられ

るのが、この三重県議会だと思うのです。ちなみに三重県議会は、法律の立法趣旨と違う

こともやっているのです。常任委員会の複数所属というのは小さい規模の自治体を想定し

て出したものを、三重県議会が最初にやった。そういう意味では法律を十分に使いこなす

というところを、ぜひ宣伝していきたいと思います。 

それから、議会基本条例の各条項にかかる三重県議会の取組評価については、第一次答

申でも書かれていますけれども、基本的に議会基本条例の項目は、アンケートやヒアリン

グの中で出されていて、今やられていることをさらに充実してほしいという提案、答申に

なっています。 

 

（中川議員） 

先生も今、「空虚なのだ」というお話をされたのですが、今回の提案は、非常に大事な

視点だと思っておりますので、我々議会の側も頑張っていかなければいけないのですけれ

ども、相乗効果的な影響力も発信していく必要があると思うので、オピニオンリーダーと

して、学識経験者からもご発信いただきたいと思います。 

 

（三谷議長） 

野田議員。 

 

（野田議員） 

今回の答申に関して、各論として機関競争主義とか討議充実型というのはわかるのです

が、例えば三重県議会の中で水力発電事業の民間譲渡に関する議論というのは、議員間協

議が結構なされた検討会だったと思うのですけれども、常任委員会などでは、請願などの

時を除くと議員間討議は大方ないので、そういったところを見ると課題が多いのではない

かと思っています。 

それと、よく地域で県政報告などを個人的にやっていると、議員の方に要望が来て、「そ

れは住民の期待に応えていないじゃないか。議員として何とかやれ」となって、なかなか

上手くいかないことが多いし、三重県は細長い県ですので、地域によって住民の考え方が
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違うのです。広域的な自治体議会としていろいろやっていくというのは、なかなか難しい

状況もありますので、住民の期待に応えられる議会というものが、あまりピンとこない。 

それと、事務局による議会のサポートといっても、私は紀北町、尾鷲市選出の議員です

ので、例えば県民センターの方に議会事務局から１人派遣してもらうと、地域の人たちか

らいろいろ聞くことによって、課題解決の仕方がわかるので、それもこなすという立場で

考えないといけないのではないかと思っていますが、そういうことがここには何も書かれ

ていないのです。 

それともう１点。「みえ県議会出前講座」のことを言いますと、そこの出身地の議員は、

選挙に関わるからと説明できない仕組みを作っているのですが、地域のことを知っている

のは、地域から選出されている議員なのですから、きめ細かな対応をするのに制約があっ

て十分ではないと思います。 

 

（廣瀬委員） 

各地域では多様な意見があって、時として利害がぶつかっている場合もあります。それ

をどう捉えるかということですが、ちょうど昨年の今頃の時期から、合わせて 13 の市町

議会の皆さんと懇談をさせていただきました。その際には、それこそ合い矛盾するような、

正面からぶつかり合う部分もある要望が、三重県の北部と南部とでは、かなり違う観点か

らありましたが、同時に、「県議会というのは、県全体のことをやるところなのだから、

そういうもののバランスを取って、きちんと県民全体にとって一番良いようにやってくだ

さい」、「それをどうやられているのかという説明を、もっと積極的に聞きたい」という

声もありました。おそらく各地域において様々なご意見、ご要望あるいは期待がある中で、

それを地域とその地区の議員さんという世界の中だけでやり取りをして、その結果、それ

が満たされれば高く評価していただけるし、満たされないと不満が残るという構造だけで

はなくて、各地域からこのような要望が出てきているということを、県議会という場に全

部持ち寄ることを通して、そこで調整していくプロセスを見ていたら、「うちの地域から

見ると 75 点だったけど、別の地域から逆の要望もある中で、県議会であれだけ議論をし

た結果なのだから、一定の成果ではある」という納得をしてもらえる議会活動に、どうつ

なげていけるかということが、県域全体のバランスとして、全体最適だと説得できるよう

な議論の中身とそれの伝え方がポイントなのではないかと感じた次第です。 

 

（相川委員） 

今も議員さんは、個別に議会報告会をやられているのでしょうが、ニーズがあるのは、

むしろ議会全体としての説明の場です。ここは地元選出の方よりも議会全体として出た方

が良いのではないかというのが一般的な話です。「出前県議会」を地元の人にはしゃべら

さないと書いた覚えはありません。むしろ、ここに書かれているのは、広聴広報会議が今
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回主導していただきましたように、戦略的に当該テーマに委員会の方が前に出て、県民の

方と意見を交換しながら政策を練り上げるような場でやられてはどうかということです。

それは地元選出の議員さんかどうかということよりも、むしろそのテーマに関してきちん

と政策に反映し、フィードバックができる方という意味で記述をしています。 

 

（江藤委員） 

広域の意味ということで、少しお話をさせていただきます。広域自治体自体、先ほどの

調整の話から言うと、基礎自治体でもまずは調整しているのです。住民参加といって住民

の声が一様にあるわけではなくて、例えば今の行政側の住民参加論から言うと、顔の見え

る充て職の住民から始まり、公募制の住民から、最近は抽選制の住民まで３層くらいがあ

るのですけれども、それぞれ違うのです。それを調整する役割は、公開で討議する議会だ

と思うのです。広域自治体の議会は、そうした県民の調整を行うと同時に、それぞれの地

域ごとの課題を調整しなければいけないという、別立ての意味があります。それを市町議

会との交流とかでやっていく、あるいはＮＰＯや分野ごとでやっていこうという提案だと

思います。 

それで、出て意見を聞く時に、自分の選挙区には行けないという内規があるわけです

ね？一般的には、基礎自治体の時には、そういうことをやると選挙運動になってしまうか

もしれませんので、それについては出ない方がいいかなと思っているのですが、ここから

は個人的な意見です。県議会については、選挙制度が選挙区制になっていて、人口比例で

すから、県民全体の意見が反映できるようにという側面と同時に、そこの地域代表の側面

もあるのです。だから、地域代表の側面としてのことを考えれば、「そこに行くのはダメだ」

とは、なかなか言えないことです。しかも公的な議会として出ていく場合は、単なる別立

てのインフォーマルなチャンネルではありませんから、少し考えておく必要もあるのでは

ないでしょうか。 

とりわけ今後、議会活動というのは、いろいろな活動が多くなることによって、選挙区

代表の側面の力が少し弱くなる可能性があるのです。ここを埋めていくためには、県議会

と市町議会との関係を強化するとか、いろいろな意見を聞く場を公的に保障するというこ

とも今後、検討する必要があるのではないかと思います。 

 

（野田議員） 

ありがとうございます。地区の代表でもあるのに何で行けないのかという疑問がありま

したので、そういうことのご意見をいただければと思いました。それと、地区のことをわ

かるようにするためには、議会のサポート体制として出先に出張してもらうなど、総合的

に対応できるようなスタッフも考えていただけたらと思います。 
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（駒林委員） 

事務局の話は、なかなか難しいところで、今でも事務局の職員の方々は、大変ですから、

地域に散るという形をとるのか、逆に地域の情報をより正確に取ってくるという方法もあ

るのではないかと感じています。 

 

（三谷議長） 

 萩原議員。 

 

（萩原議員） 

いろいろと検討していただき、諮問いただいて本当にありがとうございます。特に、今

日関心を持って聞かせていただいたのは、住民の支持を争い合う「機関競争型」といった

ことも含めて、議員間討議と言われているけれども、なぜそれが十分できないのだろうか

と。これはむしろ私たちの課題ではないかと思うのですけれども、そこが最大の問題だと

思っているのです。会派は１人会派を入れると５つありますが、２つの大会派がありまし

て、国政の政策でしたら対立しているはずだけれども、県議会では対立が具体的に無いの

が、議会を面白く無くしていると、私は一貫して言っているわけです。もっと対立すべき

ではないかという想いさえするわけです。例えば、１２月議会では、ＴＰＰの問題につい

て、もっと多いに議論して、参考人も呼んで、関連して出されている請願についても論議

をして、県民にとって果たしてこれが利益になるのか、不利益になるのかというようなこ

とも含めて、そのような議論があったらもっと面白い議会になるし、それを広報したら、

皆さんにも関心を持ってもらえるだろうと考えているわけです。 

もう一つ言えば、知事のオール与党というのが、実際、長く続いていますので、議会が

もっとしっかりしないといけないと思うのだけれども、ほとんど何でも賛成という形にな

っています。その辺りが県議会討論を本当に少なくしている、やりにくくしている結果で

はないかと思っているのです。 

私は、本当に住民の要求が届く議会、住民の要求が実現できる議会を目指すべきだと思

うのです。そういう点では、私たち議会での在り方を県民の皆さんに知ってもらうことが

大事なのですけれども、なかなかそういう広報ができない。 

それから選挙制度の問題も、郡市単位になっていますから、１～２名の小選挙区の方が

多いでしょう。私たちは四日市市と津市で議席をいただいていますが、それ以外のところ

では自分の政党を支持する人の願いが、実際には死に票になってしまう。そういう選挙制

度の問題があると思います。あるいは執行部との対峙の在り方をもう少し深めてほしかっ

たという感想を率直に持っているところです。 

それから、住民の声という点では、私は、請願の審議はとても大事だと。請願には、そ

れなりの署名が随分と突きつけられたりすることがあるけれども、かつて子どもの医療費
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の無料化の問題で、政策検討会議を開いて各会派の代表を入れて、障害者の代表や請願の

代表者を呼んで市町の意見も聞いて深く討議するというやり方が本来、この県議会で大き

く問われてきているのではないかと思います。 

私たち少数政党は、議会の中では数が少ないけれども、その声が皆さんにも受け入れら

れるよう、多いに提案していきたいし、合意できるところは合意したいと思っています。

民主主義という以上、そのような声が本当に生きるような仕組みを、今後どう議会が変え

ていくべきなのか、率直なご意見があれば教えてください。 

 

（三谷議長） 

 会長、何かコメントありますか？ 

 

（江藤会長） 

難しいですね。議会改革に向けて、今の選挙制度の改革、選挙区のことについては、全

く触れていないということが一つです。それから、会派との絡みで言いますと、マニフェ

ストと会派との関係についても触れていないのです。今後おそらく選挙の時には、会派間

のマニフェストを出されると思うのですが、これを実現する時の手法とか、議員間討議に

これをどうやって活用していくか。それが、修正されていく時にどうするか。基本的に私

たちは修正を善とした議論をしているのです。だからそういう意味でマニフェストを絶対

実現というのは良いのですけれども、議論の中で修正可能だということについては触れて

いません。したがいまして、今後の課題とさせていただきたいと思っています。 

それから少数会派について、私はいろいろなところを見ていますけれども、三重県議会

は結構、寛容なところがあって、いろいろな会議に出ることができる。少数が多数になる

というのが民主主義だと思いますので、議員間討議でできるという民主主義の在り方を今、

皆さんの中で実践されているのではないかという気がしています。 

 

（三谷議長） 

萩野議員。 

 

（萩野議員） 

答申ありがとうございました。附属機関の在り方についても述べていただいていますが、

委員の皆さんの身分も明確でないし、報酬として支払われない中で、大変汗をかいていた

だきありがとうございます。 

この答申の中で、議会基本条例の見直しについても触れられていますが、今後の見直し

について、どのような感じでいけば良いのか、もし、お考えがあったらお聞かせください。 

 それから、開かれた議会は、三重県議会の弱いところでして、早稲田大学マニフェスト
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研究所の調査結果では、県議会としては一番ですけれども、市町村議会と合わせると４番

目でした。その中で一番点数の悪いのが住民参加度のところでして、全国で 81 位となっ

ています。それで、この答申の中で一番関心があって一番大事にすべきなのは、議会へ傍

聴に来ていただける方だと思うのです。本会議にわざわざ来て傍聴していただき、何か提

言なり意見を言ってくださる方の評価、記述がこの答申には無いないのですけれども、そ

の辺りについてどのようにお考えなのか、少しお聞かせください。 

 

（江藤会長） 

本当のことを言うと、私たちこそが議会を傍聴して、じっくりと調査をしているわけで

はないのです。したがいまして、今回、傍聴に来ていた人の意見も聞きたかったのですが。

しかし、様々な調査を行って、その不備は埋めてきたのではないかと思っています。今後、

ぜひ議会として傍聴の方との意見交換などを持っていただいたり、あるいは傍聴している

方に委員会などで意見を聞く場を設けていくような、開かれた議会をぜひ進めていただき

たいと思います。 

それから議会基本条例については、もう４年以上経つわけですから、そろそろ見直して

いってはどうかと。ただ、基本的なところは間違いではないので、それをぜひ住民と一緒

に考えていくという視点で、そういう委員会を立ち上げ、住民も含めた議論をしていただ

きたいと思います。 

 

（萩野議員） 

基本的に、この基本条例が何か間違っているとか、根本的なところで直さなければいけ

ないということではないということでしたので、そこだけわかれば結構です。 

 

（三谷議長） 

 予定の時間がまいっておりますが、特にご発言ございますでしょうか。なければ、これ

で今日の議員研修会を終わらせていただきたいと思います。各諮問会議の委員の先生方に

は、大変お疲れさまでございました。ありがとうございました。 

 今後、今日いただきました答申につきましては、議会改革推進会議の方に付託をさせて

いただき、そちらの方で取り扱いも含めてご相談、ご協議をいただくということにしたい

と思います。今日は本当に長時間ありがとうございました。お疲れさまでした。 

 


